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男女の平均初婚年齢、第１子出生時の母の平均年齢の推移
○ 2000年から2013年にかけて、男女の平均初婚年齢、第１子出生時の母の平均年齢は大きく上昇（晩婚化・
晩産化の進展）。

○ 2013年から2017年または2018年にかけても、全国的に一定の上昇がみられるが、上昇幅はそれほど大きく
なく、一部の県では下降もみられる。

資料：厚生労働省「人口動態統計」
※2018年については概数 9







未婚者の結婚意思や希望子ども数等の推移

未婚者の生涯の結婚意思（18～34歳）（％）
1987 1992 1997 2002 2005 2010 2015

男性 いずれ結婚するつもり 91.8% 90.0% 85.9% 87.0% 87.0% 86.3% 85.7%
一生結婚するつもりはない 4.5% 4.9% 6.3% 5.4% 7.1% 9.4% 12.0%
不詳 3 7% 5 1% 7 8% 7 7% 5 9% 4 3% 2 3%
計 100 0% 100 0% 100 0% 100 0% 100 0% 100 0% 100 0%

女性 いずれ結婚するつもり 92.9% 90.2% 89.1% 88.3% 90.0% 89.4% 89.3%
一生結婚するつもりはない 4.6% 5.2% 4.9% 5.0% 5.6% 6.8% 8.0%
不詳 2 5% 4 6% 6 0% 6 7% 4 3% 3 8% 2 7%
計 100 0% 100 0% 100 0% 100 0% 100 0% 100 0% 100 0%

独身者の希望子ども数（人）
1982 1987 1992 1997 2002 2005 2010 2015

希望子ども数（未婚男性） 2.34 2.30 2.23 2.15 2.05 2.07 2.04 1.91
希望子ども数（未婚女性） 2.29 2.23 2.17 2.13 2.03 2.10 2.12 2.02
平均理想子ども数（夫婦） 2.62 2.67 2.64 2.53 2.56 2.48 2.42 2.32
平均予定子ども数（夫婦） 2.20 2.23 2.18 2.16 2.13 2.11 2.07 2.01

○ 未婚者の結婚意思は、男女ともに「いずれ結婚するつもり」と答えた者の割合が９割程度で推移。

○ 未婚者の希望子ども数は、男女ともに２を少し上回る水準で推移してきたところ、2015年は男性でやや低
下して1.91となっている。

○ 夫婦の理想子ども数は、2002年調査までは2.5人を上回る水準で推移していたが、2005年調査以降、2.5人
を下回っており、やや減少の傾向。2015年調査では2.32人となっている。

○ 夫婦の予定子ども数は、2005年調査までは2.1人を上回る水準で推移していたが、2010年調査以降、2.1人
を下回っており、2015年調査では2.01人となっている。

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」
※ 年次は調査年。未婚者については、18～34歳の者を対象に集計したもの。夫婦の予定子ども数・理想子ども数は妻が50歳未満の夫婦に係る調査で
回答者は妻。
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３．東京一極集中の状況
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21資料：住民基本台帳の人口移動のデータに基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。

東京圏への転入超過数 市町村別男女別内訳（2018年上位62団体）







東京圏における人口移動の状況（転入・転出・転入超過数・男女別）

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2014年―2018年/日本人移動者）

○ 2018年の東京圏への転入超過数は、前年に比べて、1.6万人程度増加。内訳は、転入
者数の増加が1.0万人程度、転出者数の減少が0.6万人程度。

○ 女性の転入者数の増加が大きく影響している。
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東京圏における人口移動の状況（転入超過数・５歳階級別）

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動
報告」（2014年―2018年/日本人移動者）

○ 高齢者層の一部を除き、概ね全ての年齢階級で転入超過数が増加。

○ 特に20歳代の若者の転入超過数が大きく増加。

25





東京圏における人口移動の状況（東京圏内訳・転入/転出/転入超過）

＜東京圏への転入超過の内訳＞

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

（2017年・2018年/日本人移動者）

＜転入超過（①－②） 2017 2018 増減数 増減率
東京圏 119,779 135,600 +15,821 +13.2%
23区 55,924 62,448 +6,524 +11.7%
23区外 63,855 73,152 +9,297 +14.6%

うち さいたま市 4,710 5,172 +462 +9.8%
うち 千葉市 2,308 2,603 +295 +12.8%
うち 横浜市 8,067 10,501 +2,434 +30.2%
うち 川崎市 7,134 7,690 +556 +7.8%
うち 相模原市 714 1,011 +297 +41.6%
うち その他 40,922 46,175 +5,253 +12.8%

＜転入①＞ 2017 2018 増減数 増減率
東京圏 481,289 491,003 +9,714 +2.0%
23区 177,699 181,763 +4,064 +2.3%
23区外 303,590 309,240 +5,650 +1.9%

うち さいたま市 18,339 18,668 +329 +1.8%
うち 千葉市 10,311 10,644 +333 +3.2%
うち 横浜市 43,305 45,555 +2,250 +5.2%
うち 川崎市 25,160 25,786 +626 +2.5%
うち 相模原市 6,268 6,394 +126 +2.0%
うち その他 200,207 202,193 +1,986 +1.0%

＜転出②＞ 2017 2018 増減数 増減率
東京圏 361,510 355,403 -6,107 -1.7%
23区 121,775 119,315 -2,460 -2.0%
23区外 239,735 236,088 -3,647 -1.5%

うち さいたま市 13,629 13,496 -133 -1.0%
うち 千葉市 8,003 8,041 +38 +0.5%
うち 横浜市 35,238 35,054 -184 -0.5%
うち 川崎市 18,026 18,096 +70 +0.4%
うち 相模原市 5,554 5,383 -171 -3.1%
うち その他 159,285 156,018 -3,267 -2.1%

○ 東京圏への転入超過数のうち、23区が約45%を占めている（近年大きな変化はない）。

○ 2018年の転入超過数は、23区、政令市、政令市以外のいずれにおいても増加（基本的
には、転入者数が増加し、転出者数が減少）。
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資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」※人口は、各年１月１日現在

外国人人口の現状
（１） 直近の推移

（２－１） 2018年の外国人人口の割合の高い上位10市区町村

総人口(人)
うち

外国人(人)
総人口(人)

うち
外国人(人)

増加数(人) 増加率(%)

1 北海道 占冠村 1,220 58 1,450 329 22.7% 271 467.2%
2 群馬県 大泉町 40,759 6,050 41,876 7,585 18.1% 1,535 25.4%
3 北海道 赤井川村 1,143 13 1,262 160 12.7% 147 1130.8%
4 東京都 新宿区 324,082 34,121 342,297 42,428 12.4% 8,307 24.3%
5 北海道 留寿都村 1,905 28 2,049 208 10.2% 180 642.9%
6 東京都 豊島区 271,643 19,533 287,111 29,010 10.1% 9,477 48.5%
7 北海道 倶知安町 15,816 676 16,432 1,570 9.6% 894 132.2%
8 東京都 荒川区 207,635 15,559 214,644 18,564 8.6% 3,005 19.3%
9 北海道 ニセコ町 4,857 153 5,203 431 8.3% 278 181.7%
10 岐阜県 美濃加茂市 55,240 4,010 56,703 4,659 8.2% 649 16.2%

2014年 2018年 2014年→2018年2018年の
外国人割合

(%)
市区町村名都道府県名

総人口(人)
うち

外国人(人)
総人口(人)

うち
外国人(人)

増加数(人) 増加率(%)

1 神奈川県 横浜市 3,714,200 75,283 3,737,845 91,440 2.4% 16,157 21.5%
2 大阪府 大阪市 2,667,830 116,348 2,702,432 131,582 4.9% 15,234 13.1%
3 愛知県 名古屋市 2,254,891 64,372 2,288,240 78,556 3.4% 14,184 22.0%
4 埼玉県 川口市 583,989 22,958 600,050 33,279 5.5% 10,321 45.0%
5 東京都 江戸川区 676,116 23,496 695,366 33,457 4.8% 9,961 42.4%
6 東京都 豊島区 271,643 19,533 287,111 29,010 10.1% 9,477 48.5%
7 神奈川県 川崎市 1,433,765 29,342 1,488,031 38,811 2.6% 9,469 32.3%
8 東京都 新宿区 324,082 34,121 342,297 42,428 12.4% 8,307 24.3%
9 福岡県 福岡市 1,474,326 26,989 1,529,040 35,257 2.3% 8,268 30.6%
10 東京都 板橋区 540,040 16,714 561,713 24,719 4.4% 8,005 47.9%

2014年→2018年
都道府県名 市区町村名

2014年 2018年 2018年の
外国人割合

(%)

（２－２） 2014年→2018年の増加数の多い上位10市区町村

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年→2018年
総人口 128,438,013 128,226,483 128,066,211 127,907,086 127,707,259 △ 730,754

日本人人口 126,434,634 126,163,576 125,891,742 125,583,658 125,209,603 △ 1,225,031
外国人人口 2,003,379 2,062,907 2,174,469 2,323,428 2,497,656 494,277

(人)
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（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（総人口（含む外国人）と日本人移動者の差） ※他道府県からの移動のみであり、海外からの移動は含んでいない。

人口移動の状況（外国人移動者/東京圏/年齢別）
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４．基本目標１
「地方にしごとをつくり、安心して働ける
ようにする、これを支える人を育て活かす」
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有効求人数・有効求職者数
出典：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

○全国的な人手不足を背景に、有効求人数は東京圏でも地方圏でも一貫して増加している一方、有効求
職者数は東京圏でも地方圏でも一貫して減少している。

○2017年⇒2018年の有効求人数は、東京圏よりも地方圏の方が増加率が高く、絶対数で見ても地方圏
の方が増加数は多い。そもそも、有効求人数の増加幅は2016年や2017年の方が大きい。

○2017年⇒2018年の有効求職者数は、東京圏と地方圏とで増加率（減少率）にそれほど大きな差は見ら
れず、絶対数で見ると地方圏の方が減少の幅が大きい。2018年は2017年と比べると、東京圏の減少幅
が大きくなる一方、地方圏の減少幅は小さくなっている。

※東京圏は各都県（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）別の就業地別の値を集計。
※地方圏は全国から東京圏の値を差し引いて算出。
※パートを含む。

＜有効求人数＞

増加数 増加率
全国 2,276,375 2,373,428 2,529,617 2,695,982 2,779,906 83,924 3.1%

東京圏 510 978 539 205 580 427 610 290 618 823 8 533 1 4%
地方圏 1,765,397 1,834,223 1,949,190 2,085,692 2,161,083 75,391 3.6%

2014 2015 2016 2018
2017⇒2018

2017

＜有効求職者数＞

増加数 増加率
全国 2 092 574 1 979 477 1 865 558 1 792 673 1 724 517 -68 156 -3 8%

東京圏 489 457 464 594 437 153 425 858 410 567 -15 291 -3 6%
地方圏 1 603 117 1 514 883 1 428 405 1 366 815 1 313 950 -52 865 -3 9%

2017 2018
2017⇒2018

2014 2015 2016
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若者（15～34歳）の就業者数
出典：厚生労働省「労働力調査（基本集計）」

○東京圏では、2016年以降、若者の人口の増加数を上回る就業者数の増加がみられる。
○地方圏では、若者の人口は減少しているにもかかわらず、2015年⇒2016年、2017年⇒2018年の就業
者数は増加。

・就業者：従業者と休業者を合わせたもの。就業者は、「自営業主」、「家族従業者」、「雇用者」に分かれる。

※地域別集計の南関東［一都三県］を「東京圏」、南関東以外の各地方を足しあげた値を「地方圏」として記載。
四捨五入の関係で「東京圏」と「地方圏」の合計は全国と一致しないことがある。

※15-24歳、25-34歳の値を集計。

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

全国 総人口（万人） 2,733 2,684 2,643 2,609 2,587 2,567 2,545
就業者（万人） 1,664 1,655 1,644 1,624 1,644 1,643 1,682
就業者割合 60.9% 61.7% 62.2% 62.2% 63.5% 64.0% 66.1%

東京圏 総人口（万人） 828 815 806 800 798 804 806
就業者（万人） 517 515 518 514 526 533 553
就業者割合 62.4% 63.2% 64.3% 64.3% 65.9% 66.3% 68.6%

地方圏 総人口（万人） 1,905 1,869 1,838 1,810 1,789 1,761 1,740
就業者（万人） 1,147 1,139 1,129 1,110 1,118 1,109 1,129
就業者割合 60.2% 60.9% 61.4% 61.3% 62.5% 63.0% 64.9%
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対象法人及び指定フロー

業務内容

○営利を目的としない法人
・一般・公益社団法人
・一般・公益財団法人
・ＮＰＯ法人

中心市街地整備推進機構とは

中心市街地整備
推進機構

市町村（長）

申請

指定

監督

○中心市街地の整備改善に関する事業を行う者への情報の提供・相談・その他援助
○認定基本計画の内容に即して行われる中心市街地の整備改善に資する施設 整備事業の実
施、当該事業への参加

○中心市街地の整備改善を図るために有効に利用できる土地の取得・管理・譲渡
○中心市街地公共空地等の設置及び管理
○中心市街地の整備改善に関する調査研究
○その他中心市街地の整備改善のための必要な業務

○「中心市街地の活性化に関する法律」により、公益法人やまちづくりをその目的とするＮＰＯ法
人等であって、中心市街地の整備改善に関する業務を適正かつ確実に行うことができると認
められるものを、その申請により、市町村長が指定

中心市街地整備推進機構の概要



○NPO法人 宇都宮まちづくり推進機構（栃木県宇都宮市 H21.9指定）
・LRT導入促進事業
・まちづくりに関する調査研究事業
・オープンカフェ事業の企画立案・社会実験の実施
・釜川美化活動（花植え及び管理・清掃活動等による親水空間整備）
・イルミネーション事業（冬季の夜間景観の創出）

○一般財団法人 八王子まちづくり公社（東京都八王子市 H28.12指定）
・中心市街地ハード整備支援事業（民間によるハード整備事業に関する相談窓口を設置し、情
報提供等の支援を実施）

（その他任意の独自事業として下記を実施）
・中町民間駐車場及び周辺遊休地利活用事業（商業施設や憩いのスペース等の集客施設等の整備）
・ファミリー向け賃貸住宅や八王子駅南口周辺自転車等駐車場の管理運営を実施

中心市街地整備推進機構への支援措置

指定状況

○４０法人（令和元年８月１日現在）

取組事例

○一定の中心市街地整備推進機構が行う土地の取得について、地方公共団体が当該機構に対
して貸付けを行う場合における都市開発資金貸付金の貸付け

○地権者が一定の中心市街地整備推進機構（公益法人に限る）に公益施設の用に供する土地
等を譲渡 した場合における税制の特例措置（軽減税率、１５００万円特別控除）

中心市街地整備推進機構の概要
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５．基本目標２
「地方への新しいひとの流れをつくる」
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地方移住への関心の高まり

（出典）平成29年度 国土交通白書

○ ふるさと回帰支援センター（※）の来訪者・問い合わせ件数は、10年間で約10倍に増
加しており、地方移住への関心は高まっている。特に、30代までの若い世代の割合が増加
している。

（※）地方移住を支援する相談窓口「特定非営利活動法人100 万人のふるさと回帰・循環運動推進・支援セン
ター」

ふるさと回帰支援センター来訪者・問合せの推移 ふるさと回帰支援センター利用者の年代の推移

43





６．基本目標３
「若い世代の結婚・出産・子育ての希望を

かなえる、誰もが活躍できる地域社会をつくる」
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地域評価指標の参考例：静岡県ふじのくに少子化突破戦略の羅針盤

○ 子育てのサポート体制、働き方、住環境等の地域ごとの課題を明確化。
○ これに対応した地域ごとの取組を展開する「地域アプローチ」による少子化対策を推進。

※「地方創生×少子化対策」検討会（第2回） 静岡県プレゼン資料より作成

＜市町の取組＞
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（出典）厚生労働省雇用政策研究会第１回資料（平成30年4月23日）

○ 労働力人口（就業者＋失業者）は2005年以降、概ね横ばいであり、2013年以降は人口が減少する中でむし
ろ増加している。全体的な人口減少を、女性や高齢者の社会進出が補っている状態。

（備考）総務省「労働力調査」により作成。

労働力人口・就業者数の推移 就業率の推移
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７．基本目標４

「時代に合った地域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地域と地域を連携する」
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